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★[終活]の一環としても利用できる[相続税の申告要否検討表]
実際に相続が開始すると税務署から「相続税の申告要否検討表」が届くことがあります。
これは「相続税の申告が必要となる可能性が高いと見込まれる」場合に、この検討表を利用して

相続税の申告が必要かどうかを概算でチェックしたうえで、申告が必要であれば相続税申告書を、
不要であればこの検討表を提出してくださいというものです。

この検討表を生前に終活の一環として利用してみてはいかがでしょうか。（若林茂）

個人資産税のホットな情報をお届けします

◎まとめ

◎記載事項と参考資料等

◎相続税の申告要否検討表
＜出所＞国税庁ホームページ

①相続人について…相続人の数によって相続税は変わります
②不動産…路線価、固定資産税課税明細書などを参考にします
③株式等…取引のある証券会社の資料（ネット証券などは相続人が把握しにくいため要注意）
④預貯金・現金…取引銀行の通帳等（ネットバンクやタンス預金は見落とし注意）
⑤生命保険金等…保険証券等（生命保険等には一定額の非課税枠あります）
⑥その他の財産…貸付金、書画・骨とう、金地金など
⑦贈与（精算課税・暦年課税・教育資金等の一括贈与）…贈与税申告書の控え等
⑧債務…銀行借入金など

生前にこの検討表を利用しておけば、相続財産の概要・申告の要否などを把握することができます。
ただし、財産の変動・税制改正などがあるので、何年かに一度は内容を更新しておくことが望ましい
でしょう。また、作成した検討表の存在を相続人に知らせておけば、実際の相続開始時には相続税申
告等の参考として役立ちます。

詳しい相続税額の試算や相続対策については専門家に相談することをお勧めします。
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